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第5章 放送及び有線放送

第1節 概 況

1放 送

我が国の放 送はNHKと 民 間放送 とに よって行われてお り,放 送の種類 と

しては,中 波放送,短 波放 送,超 短波放送(FM放 送)及 び テ レビジ ョン放

送 がある。

国内放送については,52年 度 末現在,放 送事業者数は,NHKの ほ か民間

放送が107社 あ り,こ れ らの放 送事業者が開設する放 送局数は9,177局 とな

っている。放送局数 の内訳は,中 波 放送局493局,短 波放 送局3局,超 短波

放送局476局,テ レビジ ョン放送局8,205局 で あ る。 また,民 間放送107社 の

内訳は,ラ ジオ ・テ レビ兼 営社36社,テ レビ単営 社54社,ラ ジオ単営社17社

で ある。

一方
,国 際放 送は,NHKが 二 一一ス,国 情紹 介等 を短波帯 の周波数 を使

用 して,21の 言語 で1日 延べ37時 間 にわた り,18の 特 定 の区域 向けの放送及

び ジ ェネラル ・サ ービス(全 世界向 け)を 実施 している。

2有 線 放 送

有線放送は,有 線テレビジョン放送と有線ラジオ放送に大別される。

有線テレビジョン放送は,主 として辺地におけるテ レビジョン放送の共同

受信施設として普及 してきたが,最 近では都市における高層建築物等に起因

するテレピジコン放送の受信障害の有効な解消手段 として広く利用 されてい

るほか,地 域社会に密着した情報等を提供す る自主放送も徐々に増加しつつ

ある。

48年1月 から有線テレビジョン放送法が施行され,引 込端子数が,501以
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上の大規模な有線テ レビジョン放送施設の設置については郵政大臣の許可を

要することとなったが,52年 度末現在における許可施設の数は195施 設であ

る。

また,引 込端子数が51以 上の施設及び50以下の施設で自主放送を行 うもの

は,業 務開始の届出を要することとされているが,52年 度末現在における業

務開始届出施設の数は11,231施 設(許 可施設を除く。)である。

有線ラジオ放送は,当 初ラジオ放送を共同で聴取するものから始 ま っ た

が,そ の後,農 山漁村において地域情報を伝達するためのもの,都 市におい

て飲食店等に音楽を流すためのもの,街 頭において広告宣伝を行 うためのも

のなどが次第に発達 してきた。有線 ラジオ放送施設 の 数 は,52年 度末現在

7,932施 設であるが,こ の うち986施設(12.4%)は,電 話の普及が遅れてい

る農山漁村において有線ラジオ放送業務に電話業務を併せ行っている有線放

送電話である。

第2節 放 送

1放 送網の形成

(1)放 送局の置局

ア.中 波放送

NHKに ついては,第1放 送及び第2放 送の2系 統の放送の実施が可能と

なるよ うに している。第1放 送は報道,教 育,教 養,娯 楽の各分野の番組を

放送し,第2放 送は教育番組を中心 とした全国同一番組の放送を行 うことと

している。民間放送については,主 要な地域においては複数の放送が,そ の

他の地域においては一の放送が可能となるようにしている。

周波数は,525kHzか ら1,605kHzま での周波数を使用 している。

イ.短 波放送

NHKに ついては,国 際放送の実施が可能となるようにし,民 間放送につ

いては,1社 に対 し全国放送の実施が可能 となるようにしている。
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周波数は,3,6,7,9,11,15及 び17MHz帯 の各周波数を使用している。

ウ.超 短波放送

NHKに ついては,全 国1系 統の放送の実施が可能 となるようにし,民 間

放送については,東 京,名 古屋,大 阪及び福岡の4地 区において,超 短波放

送の特質を生かした放送の実施が可能となるように している。

周波数は,76MHzか ら90MHz帯 の周波数を使用することとしている。

エ.テ レビジョン放送

NHKの 放送については,総 合番組局の放送及び教育専門局の放送がそれ

ぞれ全国的に可能 となるようにしている。

民間放送については,次 の放送が可能となるようにしている。

① 京浜広域圏,中 京広域圏,京 阪神広域圏,北 海道,宮 城県,広 島県及び

福岡県においては四つ以上の放送。ただ し,京 浜,中 京及び京阪神の広域

第2-5-1表 放送局の設置状況

(52年度末現在)

(注)局 数は中継局数を含む。
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圏 内の各県(東 京都,愛 知県及び大阪府を除 く。)に おいては,そ のほか

に県 の区域 ご とに一つ の放送

② 新 潟県,長 野県及び静岡県においては三 つの放送

③ 上記①及び②以外 の地域においては,県 の区域 ごとに二つの放送(鳥 取

県及 び島根県 においては,こ れ らを併せた地域 で三つの放送)

周 波数は,VHF帯12ch(第1～ 第12ch),UHF帯50ch(第13～ 第62ch)

合 計62chを 使 用す ることとしている。

(2)放 送 局の設置状況

52年 度末現在におけ る放送局の設置状 況は第2-5-1表 の とお りであ る。

2放 送 時 間

(1)NHK

52年度における中波放送,超 短波放送及びテレビジョン放送事項別放送時

間は,第2-5-2表,第2-5-3表 及び第2-5-4表 のとお りである。放送

事項別の放送時間の比率を前年度と比較すると,中 波放送及び超短波放送に

第2-5-2表NHKの 中波放送番組の放送事項別放送時間及び比率

「放送番組統計」(NHK)に よる。



一268一 第2部 各 論

第2-5-3表NHKの 超短波放送番組の放送事項別放送時間及び比率

「放送番組統計」(NHK)に よる。

第2-5-4表NHKの テ レビジョン放送番組の放送事項別放送時間及び比率

「放送番組統計」(NHK)に ょる。

ついてはほとんど変化はないが,テ レビジョン放送については,番 組改定等

により若干の変化があった。

(2)民 間 放 送

52年度における民間放送の1日 当た りの放送時間は第2-5-5表 のとお り

であり,放 送事項別放送時間比率は,第2-5-6表 及び第2-5-7表 のとお
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第2-5-5表 民間放送のラジオ及テレビの1日 当たりの放送時間

「番組統計」(日本民間放送連盟)に よる。

(注)中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計53社,テ レビジコン放送の合計90

社の平均である。

第2-5-6表 民間放送のラジオ放送番組の放送事項別放送時間比率

「番組統計」(日本民間放送連盟)に よる。

(注)1.中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計53社 の平均である。

2,「 商業番組」とは,放 送番組のうち広告主に売られている番組をいい,

「自主番組」とは,そ の他の番組 という。

3.「 全放送番組」の欄及び 「商業 ・自主番組の比率」の欄におけ る()

内は,超 短波放送の4社 平均の再掲である。
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第2-5-7表 民間放送のテレビジョン放送番組の放送事項別放送時間比率

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)Lテ レビジコン放送の合計90社 の平均である。

2.「 商業番組」とは,放 送番組のうち広告主に売られている番組 をいい,

「自主番組」とは,そ の他の番組をいう。

りである。

また,各 放送の種類ごとの放送番組の うち教育番組及び教養番組を合わせ

た時間比率は,ラ ジオ放送25.4%(前 年同期25,0%),テ レビジョン放送37.4

%(同37.3%)で あって前年同期 と大きな変化はなく,商 業番組の占める比

率も前年同期と大きな変化はない。

なお,広 告主の産業別比率は第2-5-8表 のとお りであって,前 年同期と

大ぎな変化がなく,ラ ジオ放送及びテレビジョン放送 とも製造業が最高位を

占めている。

3放 送の受信状況

NHKが52年11月 に行った全国視聴率調査によれ ば,テ レビジョン放 送
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第2-5-8表 広告主の産業種別放送時間比率

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計53社,テ レビジョン放送の合計90

社 の平均である。
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第2-5-9表 テ レビ ・ラジオ接触者率の変化

(全国,7歳 以上の国民)

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。

第2-5-10表 テレビ・ラジオ平均視聴時間量

(全国,7歳 以上の国民)

「全 国 視 聴 率 調 査 」(NHK)に ょる 。

(注)午 前6:00～12:00(ラ ジ オ に つ い て は 午 前5:00～12:00),午 後12:00

～18:00 ,夜 間18:00～24:00



第2-5-11表

第5章 放送及び有線放送
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(注)「 普通契約」とは,テ レビジ 胃ン放送のカラー受信 を除 く放送受信契約をい

い,「 カラー契約」とは,テ レビジコン放送の カラー受信 を含む放送受信契約

をいう。

(NHK及 び民 間放送)に 対す る国民の接触率(テ レビジ ョン放送を少 しで

も見た人の割合)は,平 日93%で ほ とん どの国民が何 らかの形 でテ レビジ ョ

ンを見てい ることを示 している。 また,視 聴時間は1日 平均3時 間36分 とな

っている。一方,ラ ジオ放送 に対す る国民の接触率は平 日31%で あ り,テ レ

ビジョン放 送に比較 して国民 の接触率は低 く,聴 取時間 も少ないが,ラ ジオ

放送は視聴 者態様 の変化 に対応す ることに よって,安 定 した聴取状況を保 っ

ている(第2-5-9表 及 び第2-5-10表 参 照)。

NHKの 受 信契約 数は 第2-5-11表 の とお り逐年増加 し,52年 度 末現在

普通契約334万5,790件,カ ラー契約2,442万7,429件,合 計2,777万3,219件 と

なってい る。

4テ レビジ ョン放送 の難視聴解 消

(1)難 視聴の現状

ア.辺 地におけるテレビジ ョン放送の難視聴

現在全国的にほとんどの地域で放送を受信できるようになっている。それ

だけに一部の地域における放送を受信できない世帯の存在が目立ってきた。
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特にテレビジョン放送の難視聴については,テ レビジ コン放送が国民の日常

生活に密着 したものとなった今 日,重 要な課題 となっている。

52年度末現在NHKに ついては難視聴世帯数は,全 国で約64万 世帯,民 間

放送については約162万 世帯 と推定される。

イ.都 市におけるテレビジョン放送の受信障害

近年,高 層建築物,高 架鉄道,高 架道路,送 電線等によりテ レビジョン放

送電波が さえぎられた り,反 射 した りす るために,テ レビジョン放送が見え

にくくなる現象が生じている。

高層建築物等によって電波の直接波がさえぎられること,あ るいは高層建

築物等による電波 の反射波が生ずることが原因となって,画 面にスノー ・ノ

イズと呼ぽれる細かいはん点が現われた り,ゴ ース トと呼ばれる多重像が現

われた りする。

都市内では,高 層建築物や高架道路等が多 く,こ れらの原因が複合 して全

体的にテレビジ ョン放送の映 りが悪いところが増えている。高層建築物等に

よってテレビジョン放送の映 りが悪 くなる現象を通常は都市受信障害といっ

ている。

52年度末現在,高 層建築物等によって生じているテレビジョン放送の受信

障害世帯数は全国で約53万 帯と推定されている。

(2)難 視聴の解消

ア.辺 地難視聴の解消

辺地難視聴については,中 継局及び共同受信施設の設置によ り措置 してい

る。50年度から設置が始まった極微小電力テレビジ ョン放送局(ミ ニサテ)

の普及,NHK,民 間放送による放送局の共同建設の推進,NHKに よる共

同受信施設の設置等によ り辺地難視聴の解消が進められた。NHK及 び民間

放送の年度別措置状況は第2-5-12表 及び第2-5-13表 のとお りである。

しかしながら,今 後は,1施 設当た りの対象世帯が小さくなるケースが多く

なることもあって,技 術的,経 済的に種 々の困難な問題の生 じることが予想

される。
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NHKの 年度別辺地難視聴解消措置状況
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なお,全 国の辺地における難視聴の実態をは握 し,辺 地難視聴対策の検討

に資するため,前 年度に引き続き辺地難視聴実態調査を行 った。

イ.都 市受信障害の解消

都市受信障害の解消については,原 因者責任の建前で,原 因者(ビ ルの建

築主,所 有者等)が 経費を負担 して共同受信施設を建設した り,個 別のアン

テナの改善を行 うなどの措置を講ずるのが通例となっている。

しかしながら,今 後高層建築物等の増加に伴 う受信障害の態様の複雑化に

よりその解決が困難になると予想される。

一方,地 方 自治体のなかには,中 高層建築物の建築に関する指導要綱又は

環境保全に関する条例を定め,そ のなかで中高層建築物による受信障害につ

いて建築主に対 し相応の対応策を講ずべきことを求めているところが年々多

くなっている状況にある。

なお,必 要な場合には51年3月 建築主,受 信者等の当事老が受信障害解消
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について協議する際の当面の基本的な考 え方を明らかにした 「高層建築物に

よる受信障害解消についての指導要領」により指導を行い,当 事者間に紛争

が生じないよう努めるとともに,「 テレビジョン放送難視聴対策調査会報告

書」に基づき制度的解決を図るために引き続き検討を進めている。

一方超高層建築物の出現に伴い受信障害の範囲が広範化する等の問題も生

じている。これまで受信障害の解消には主 として有線による共同受信施設が

利用されてきたが,こ のよ うな状況に対処す るためには非常に高い周波数で

あるSHF帯 による放送が有効であると考えられ るので,52年6月,SHFテ

レビジョン放送局の免許方針等を策定し,こ れによ り受信障害の解消に有線

のみでなく無線も活用できる途を開いた。

また,今 後の受信障害対策の検討に資するため,前 年度に引き続いて東京

及び大阪の受信障害実態調査を行った。

5放 送大学の実施準備

放送大学の創設については,教 育に対する国民の強い要望にこたえ,高 等

教育を受ける機会を広 く国民各層に提供するため,放 送大学の検討について

44年10月,郵 政,文 部両大臣から閣議報告が行われ,こ れが決定 さ れ て以

来,郵 政省は放送大学のために全国的に放送が可能 とな る よ うテレビ1系

列,FM1系 列の周波数を確保するとともに,文 部省と緊密な連絡をとりな

が ら検討を進めてきた。

文部省に設置された 「放送大学(仮 称)設 置に関する調査研究会議」は,

49年3月,「 放送大学(仮 称)の 基本構想」を発表 した。 この 構想で述べら

れている事項のうち,放 送利用に関する事項の概要は,次 の とお りである。

(1)こ の大学は特殊法人 とすること。

② 大学が放送局の免許を受け,番 組の制作及び放送のための人員,施 設を

持つこと。

㈲ 放送番組を制作する組織は,学 長の統轄のもとに置 くこと。

(4)放 送番組審議機関を置くこと。
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㈲ 大学の教育内容は,電 波によ り直接一般国民にも視聴されるので,政 治

的に公平であることが要請 される。これを学内の組織において確認できる

ような工夫をする必要があること。

49年度から文部省は 「放送大学(仮 称)創 設準備調査会」を設置し,こ の

基本構想をもとにして,更 にこの大学の創設に必要な事項について準備調査

を進めてきたところ,50年12月,こ の調査結果を取 りま とめ,「放送大学の

基本計画に関する報告」を発表した。

51年4月 には文部省の 「大学設置審議会大学基準分科会」に新たに特別委

員会が設置され,放 送大学の設置主体,管 理運営方式,教 育課程等について

の検討が行われ,引 き続いて,放 送大学を含めた大学通信教育一般に適用す

る基準の制定についての検討が行われた。また,文 部省は,51年 度 「放送大

学の放送業務に関する調査研究会議」を設け,放 送大学の放送番組の制作及

びその送出等放送システムについて調査研究を行 った。

52年度には,文 部省では,放 送大学に関する準備要員を充実して 「放送大

学創設準備室」を設け,放 送大学の教育課程の編成等創設準備を 進 め る一

方,53年 度は,国 立学校設置法の一部を改正 し,国 立大学共同利用機関とし

ての 「放送教育開発センター」を設立して,放 送利用の大学教育に関する内

容方法等の研究開発を行 うとともに,あ わせて,放 送大学創設準備の推進を

図ることとなった。

当省としては,今 後 とも文部省における放送大学に関する検討の進ち ょく

状態をみながら遺漏のないよ う対処することとしている。

6多 重放送に関する調査研究

国民の情報需要にこたえるとともに,有 限である電波の効率的使用を図る

ための一方策として,既 存のテレビジ ョン放送や超短波放送(FM放 送)の

電波にその放送 とは別の情報を重畳 して放送を行 う多重放送(テ レビジョン

放送の音声多重,静 止画,文 字情報,フ ァクシミリ等及びFM放 送の音声多

重,4チ ャンネルステレオ,フ ァクシミリ等)の 実施について調査研究を行
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うため,郵 政省においては,49年7月 に学識経験者11名 から成る 「多重放送

に関する調査研究会議」を設置 した。

同調査研究会議は,51年12月 に2年5か 月にわたる調査検討の結果を取 り

まとめた報告書を郵政大臣に提出した。

同報告書は,第1部 として定義,多 重放送の種類,需 要動向等総論的な取

りまとめをし,第2部 として放送局の免許 と周波数の占用,多 重放送を主た

る放送番組に対 し補完的利用又は独立的利用をした場合の考え方等多重放送

を実施に移す場合の制度上の諸問題を論 じた上,第3部 として今後の検討課

題ともい うべき提言を行 っている。

その後,52年1月 電波監理局に設置された 「多重放送協議会」において,

報告書で指摘されている諸問題について行政的観点から鋭意検討を続けてい

るところである。

7国 際 放 送

国際放送には,郵 政大臣の命令 による国際放送 とNHKの 業 務 としての国

際放送 とがあ り,NHKは これ らを一体 として行 ってい る。

放送番組は,ニ ュース等報道番組 が約63%で そ の大半 を占め,次 いで国情

紹介番組が約31%と な って いる。 使用周波数帯は6,7,9,11,15及 び17

MHz帯 で あ る。

52年 度におけ る国際 放送 の実施状況 の概要 は次 の とお りである。

(1)放 送 区域(18)

欧 州,欧 州(ロ シア),北 米東部,北 米西部,中 米,ア フ リカ,中 東 ・北ア

フ リカ,南 米,ハ ワイ,ア ジア大陸(北 部),ア ジ ア大陸(中 部),ア ジア大陸

(南部),豪 州 ・ニュー ・ジー ラン ド,東 南 アジァ,南 西アジ ア,比 島 ・イン

ドネシア,東 ア ジア,朝 鮮

このほか全世界 向けのジ ェネ ラル ・サ ー ビスが ある。

(2)放 送 時 間1日 延 べ37時 間

区域別放送(放 送 区域18)延 べ23時 間30分,ジ ェネ ラル ・サ ービス13時 間
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30分 で あ る 。

(3)使 用 語(52年 度 末 現 在21)

英 語,ド イ ツ語,フ ラ ン ス 語,ス ウ ェ ー デ ン語,イ タ リ ア 語,ス ペ イ ン

語,ポ ル トガ ル 語,ロ シ ア 語,中 国 語,イ ン ドネ シ ア 語,マ レ ー語,タ イ

語,ビ ル マ 語,ヴ ィエ トナ ム 語,ヒ ン デ ィ語,ウ ル ド ゥ語,ベ ン ガ ル 語 ,ア

ラ ビ ア 語,ス ワ ヒ リ語,朝 鮮 語,日 本 語

8事 業経営状況

(1)NHK

ア.事 業収支 状況

第2-5-14表NHKの 損益計算書

(単位:百 万円)
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b2年 度 の収支決算は第2-5-14表 の とお りであ る。 これに よると,52年

度 の経常事業収入は,2,091億 円 であ り,前 年度 に比 べ176億 円 の増加 となっ

てい る。 この うち,そ の大部分を 占め る受信料収入 は2,037億 円 で前年度に

比べ162億 円増 であ り,普 通受信料収入 は143億 円,カ ラー受信 料収入は1,894

億 円 とな ってい る。

一方
,経 常事業支 出は,1,904億 円 であ り,前 年度に比べ202億 円 の増加 と

な っている。 この結果,経 常事業収 支においては,187億 円 の収支差金 を計

上 した(第2-5-15表)。

第2-5-15表NHKの 経常事業収支(決 算額)の 推移

(単位:百 万円)

イ.資 産,負 債及び資本 の状況

52年 度 末におけ る貸借対照表 の概要は 第2-5-16表 の とお りで あ り,そ

の資産総額 は1,871億 円 で,前 年 度末に比べ142億 円 の増加 とな っている。こ

の うち,固 定 資産 は1,362億 円 であ り,前 年度末 に比 べ55億 円の増 加 となっ

ている。 このほか,流 動資産 は491億 円 で,88億 円 の増,特 定 資産 及び繰延



第2-5-16表

第5章 放送及び有線放送

NHKの 貸借対照表
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(単位:百 万円)

勘定は18億 円で,前 年度末に比べ1億 円の減少となっている。

負債総額は747億 円,資 産総額に対 し39.9%で,前 年度末に比べ37億 円減

少となっている。この うち,放 送債券は165億 円,長 期借入金は255億 円で

ある。

また,資 本総額は1,124億 円であ り,前 年度末に比べ179億 円の増加 となっ

ている。これは当期事業収支差金を179億 円計上 したためである。

(2)民 間 放 送

民間放送の収入は,主 として企業の広告費に依存しているが,52年 の広告

業界は,国 内景気が低迷を続け,と りわけ秋 口から円高旋風に見舞われ,円

高不況の到来が懸念されるとい う経済環境の中にあって年間を通 してみれぽ

比較的堅調に推移 してきた。

広告費の国民総生産に占める割合は,45年 以来年々減少傾向を示 し,前 年

久しぶ りに上向きに転じ,52年 も若干ながら上昇 したもののなお1%に 満た
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第2-5-17表 国 民 総 生 産 と

52年 度の国民総生産は,経 済企画庁が53年8月 に発表した速報 値 で あ

ラジオ収入及びテレビ収入は,日 本民間放送連盟資料による。

39年 度以前の国民総生産は,旧 国民経済計算体系による。



ラ ジ オ ・テ レ ビ 収 入 の 推 移
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(単位:億 円)
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ない状況であ り,52年 の広告 費の総額 は,1兆6,427億 円 と推 計 さ れ て い

る。広告 費の うち ラジオ ・テ レビの電波媒体 に投 入される金額 の総 広告費に

占め る割合はわず かずつ上 昇を続け52年 は40.5%(6,658億 円)と な った。

なかで もテ レビの 占め る広告費は35。6%(5,847億 円)で あ り,新 聞の占め

る広告費30.9%(5,068億 円)を 大 き く上 回った。

国民総生産 とラジオ収入及び テ レビ収入 との関係 は 第2-5-17表 及 び第

2-5-18図 の とお りである。

52年 度 の民放全社の収支状況は 第2-5-19表 の とお りであ るが,総 体的

に営業収 入が活発 な広告需要に支 えられ て堅調な伸び(12.5%)を 示 してい

る ものの,営 業 費用 の伸び(13.0%)が 大 き く純利益 の伸 びは4.8%に と ど

まった。

民放107社 中,9社 が欠損 を計上 したが,そ の うち欠損 に転 じ た 会 社 が

2社,欠 損増の会社が2社 であった。

財団法人極東放送を除 く民放106社 中,52年 度 配当を行 った会社は88社 で

第2-5-18図 国民総生産とラジオ ・テレビ収入の推移
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第2-5-19表 民間放送事業者の収支状況

(単位:百 万円)

(注)本 表は,各 民間放送事業者の53年3月 期を最終とする最近の1か 年間の収支

状況を集計したものである。

あ り,こ の うち新たに配当を始めた会社 はUHFテ レ ビジ ョン放送単営 社2

社 であ る。

なお,52年 度 の配 当状況は第2-5-20表 の とお りであ る。
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第2-5-20表 民間放送事業者の配当状況

(注)1.配 当率は,普 通配当のみである。

2.財 団法人極東放送(中 波放送単営社)を 除 く。

第3節 有 線 放 送

1有 線テ レビジ ョン放送

有線テレビジョン放送の受信契約者数は,許 可施設,業 務開始届出施設及

び小規模施設(引 込端子数50以 下でテ レビジョン放送の同時再送信のみを行

うもの,業 務開始の届出を要 しないが,有 線電気通信法3条 の 届 出 を要す

る。)を合計すると52年度末で約195万 である。

52年度末現在の有線テレビジ ョン放送施設(許 可施設,業 務開 始 届 出施

設)の 都道府県別施設数は,第2-5-21表 のとお りである。 兵庫県,東 京

都,大 阪府,京 都府,愛 知県,神 奈川県等が比較的多くなっているが,こ れ
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都道府県別有線テレビジョン放送施設数

(52年度末現在)

(注)「 屈出施設」は,有 線 テレビジョン放送法12条 の業務開始の屈出がなされた

ものである。許可施設数は屈出施設数に含まれていない。

らの地域 では主 と して高層建築物等 による受信障害の解消を図 るための施設

設置の需要が多い ことに よるが,兵 庫県,京 都府等では地形に よる難視聴 の

解消に対す る需要が多い ことに もよる と考 えられ る。

(1)許 可 施 設

52年 度 末現在 の許可施設の数は195施 設 であ って,前 年度末に比べ14施 設

(7.7%)の 増 とな っている。
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その運営主体,施 設の規模及び業務の状況は,次 のとお りである。

ア.運 営主体及び規模

運営主体別及び規模別に見た施設数は,第2-5-22表 のとお りである。

運営主体別では,任 意団体によるものが114施 設であって許可施設総数の

58.5%を 占め,以 下,営 利法人,地 方公共団体,公 益法人,農 協等協同組合

の順となっている。

施設の規模別では,大 都市における高層建築物等に起因するテレビジョン

放送難視聴の解消のためのいわゆる補償施設や営利法人により区域外再送信

を主目的として運営される施設の中に大規模なものがあ り,最 大のものは引

込端子数2万8,093と なっている。

第2-5-22表 運営主体別 ・規模別許可有線テレビジョン放送施設数

(52年度 末現在)

イ.業 務

業務別に見た許可施設数は,第2-5-23表 のとお りである。 その大部分

はテレビジコン放送の同時再送信のみを行 うものであ り,自 主放送を行 うも

のは,徐 々に増加 しつつあるとはいえ,ま だ少数である。
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同時再送信 を行 うものの 目的は,第2-5-24表 の とお りで,テ レビジ 三

ン放送難視聴 の解消を 目的 としているものが多い。

なお,営 利法人に よる大規模施設 は,主 と して番組 の多様化を 目的 として

いるものである。

第2-5-23表 業務別許可有線テレビジョン放送施設数

(52年度 末現在)

(注)1.「 難視聴解消を目的とするものと」は,当 該有線テレビジョン放 送 施設

のある地域を放送エ リアとするテレビジ。ン放送が,山 や高層建築物等に

よって受信が困難となるため,有 線テレビジョン放送により同時再送信す

るものをいい,い わゆる区域内再送信である。

2。 「番組多様化を目的とするもの」とは,地 元の チャンネル数が少ないた

め当該有線テレビジョン放送施設のある区域を放送エ リアとしない遠方の

テレビジョン放送事業者の放送番組を受信して同時再送信する もの を い

い,い わゆる区域外再送信である。

3.「 その他」は住宅団地の美観確保を目的とするもの等である。

ウ.自 主放送

有線テ レビジ ョン放送施設者 の うち自主放送を行 うものは,52年 度 末現在

において28施 設 とな ってい るが,こ の うち25施 設は,自 主放送 を同時再送信

と併せ行 って いるものであ る。 また,有 線 テ レビジ ョン放送施設者か ら施設
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の提供を受けて(い わゆるチャンネル ・リース)自 主放送を行っている有線

テ レビジョン放送事業者は5事 業者である。

自主放送番組の内容は,地 元公共団体や農業協同組合からのお知らせ,地

域のニュース等が一般的である。

エ .料 金

料金は,運 営主体,設 置 目的,施 設の規模によって異なる傾向を示 してお

り,営 利事業として番組の多様化のために区域外再送信を行 う施設に比較的

高額のものが見 られるのに対 し,任 意団体の施設又は都市におけるいわゆる

補償施設では,契 約料(加 入金),利 用料 とも比較的低額のものないし無料の

ものが一般的である。

許可施設の うち料金を徴収するものについて見ると,契 約料は,1万 円以

上3万 円までのものが最 も多く,次 いで1万 円以下のもの,3万 円以上4万

円までのものの順 となってお り,利 用料は,200円 から500円 までのものが最

も多く,次 いで200円 以下のもの,500円 以上のものの順となっている。

また,こ れらの施設の うち,営 利を目的とした施設では,契 約料は2万 円

から3万 円までのもの,利 用料は300円 から500円 までのものが最も多くなっ

ている。

なお,契 約料の最も高額なものは5万 円であるが,契 約料を徴収する施設

の81.5%は3万 円以下 となっている。利用料は高額な施設では月額1,000円

以上を徴収するものもあるが,利 用料を徴収する施設の83.4%が500円 以下

となっている。

(2)届 出 施 設

52年度末現在の業務開始届出に係る有線テレビジョン放送施設数(許 可施

設数を除 く。)は,11,231施 設であって,前 年度に比べ1,245施 設(12.5%)

の増となっているが,特 に都市の高層化や宅地開発の進んでい る 東 京,横

浜,名 古屋,大 阪及びその周辺の地域,山 陽新幹線が建設された地域等にお

ける増加の傾向が著 しい。

届出施設における有線テ レビジョン放送の運営主体は,そ のほとんどが受
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信者によって構成された任意団体であるが,そ れらの任 意 団 体 の半数以上

は,NHKと 地元住民団体が共同で施設を設置運営 しているものである。

届出施設の行っている業務は,テ レビジ ョン放送難視聴の解消を 目的とす

る同時再送信が圧倒的多数を占めているが,自 主放送を行 っているものも21

施設ある。

料金については,契 約料2万 円以下のものが多 く,ま た,利 用料は月額

200円 以下 のものが多い。

なお,都 市において高層建築物等に起因する受信障害を解消するため,ビ

ルの建築主等原因者によって設置されたいわゆる補償施設を任意団体が管理

運営しているものにあっては,契 約料は無料,利 用料は無料又は月額200円

以下としているものが多い。

2有 線 ラジオ放送

52年度末における有線ラジオ放送施設は,7,932施 設であって,前 年度末

に比べ201施 設(2.6%)の 増 となっている。

有線ラジオ放送は,共 同聴取業務(ラ ジオ放送を受信 して,こ れを再送信

するもの),告 知放送業務(ラ ジオ放送以外 の音声その他の音響を送信する

第2-5-25表 業務別有線ラジオ放送施設数

(52年度末 在
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もの)及 び街頭放送業務(道 路,広 場,公 園等公衆が通行 し又は集合する場

所において音声その他の音響を送信 し又はラジオ放送を受信して再送信する

もの)に 分類されている。

告知放送業務としては,農 山漁村において地域情報や農事関係ニュースを

流すもの,こ れらの業務とラジオの共同聴取を併せ行 うもの,以 上の業務と

電話業務を併せ行 うもの,都 市において飲食店等に音楽を流すいわゆる有線

音楽放送がある。

52年度末における有線ラジオ放送施設数は,第2-5-25表 及び第2-5-26

表のとお りである。

第2-5-26表 都道府県別有線ラジオ放送施設数

(52年 度末現在)


